第２３章　司法および警察
民事事件の概況
　昭和50年中に府下各裁判所に新受された件数は、９万6,883件で昨年に比べ5.6パーセント、5,098件増を示し、２年連続の増加となった。
　裁判所別にみると、簡易裁判所が総新受件数の55.2パーセント、5万3,445件であり、昨年の0.3パーセント、133件の微増に対し、本年は5.7パーセント、2,897件と大幅に増加している。
　次に、地方裁判所が構成比44.8パーセント、4万3,438件で昨年に比べ5.3パーセント、2,201件の増加であり、また大阪高裁も前年比4.1パーセント、194件（近畿二府四県分含む）増加した。既済件数も新受件数同様、昨年に引き続き、前年比4.8パーセント、4,513件の増加であり、逆に、未済件数は前年比94.5パーセント、2,295件の減となっている。
刑事事件の概況
　昭和50年中に府下の全裁判所が扱った新受件数は、24万5,553件であり、また前年比は3.3パーセント、7,881件の増を示し、昨年は減少したのが、本年は再び増加した。
　新受件数を裁判所別にみると、簡易裁判所が、22万42件と総新受件数の89.6パーセントを占めており、また、対前年比は、1.9パーセント（4,013件）の増加である。次に地裁は、構成比10.4パーセントであり、また対前年比は簡裁同様、7.9パーセント、3,868件増加し、逆に大阪高裁は前年比、88.6パーセント、312件（近畿二府四県分を含む）減少している。
　なお、総新受件数のうち略式事件は72.6パーセントを占めている。
家事事件の概況
　昭和50年中に家庭裁判所が扱った、新受件数は、１万3,429件であり、昨年より3.1パーセント、398件増加している。
　主な事件は、「子の氏の変更」の39.7パーセント、5,329件、ついで「精神障害者保護義務者の順位」21.3 パーセント、2,857件が例年どおり上位を占めている。
　一方、調停事件では、昭和50年中の新受件数は、5,263件で、昨年に続き、173件増加している。　また、主な事件は、例年どおり､「婚姻中の夫婦間の事件（離婚）」が、49.7パーセント、2,615件、次いで「家事審判第23条に掲げる事項」11.9パーセント、625件、「親権者の指定」8.0パーセント、420件、「扶養」4.5パーセント、236件と続いている。
少年保護事件の概況
　昭和50年における新受件数は、３万4,491件で、前年に比べ2.1パーセント、706件の増加である。
　法令別では、例年同様「道路交通法違反」が1万8,345件（構成比53.2パーセント）と半数を占めている。また、刑法関係は、1万4,074件と前年に引き続き減少しており、その内訳は､「窃盗」、7,902件（構成比56.1パーセント）、「業務上過失致死傷」3,120件（同22.2パーセント）が上位を占めている。
　つぎに、昭和50年中の少年院の入出院状況をみると、新収容者数は162人と前年より35人増加しており、さらに、年未収容者数も161人で、前年に比較して31人増加している。
　少年鑑別所の入出状況においては、新収容者数は884人で少年院と同様52人増加しており、年未収容者数も25人の１人増となっている。
　少年ぐ犯（不良行為を含む）行為別補導人員は昭和50年で２万5,261人を数え、前年より4.3パーセント増加した。内訳をみると「喫煙」（構成比55.6パーセント）、「怠学怠業」（同8.6パーセント）、「不良交友」（同5.7パーセント）、「家出」（同5.7パーセント）が上位を占めている。
人権侵犯事件の概況
　大阪法務局が昭和50年中に扱った新受理件数は、364件と前年より、18.2パーセント、56件増加している。
　事件別にみると、「住居の安全に対する侵犯」86件､「強制圧迫」76件､「差別待遇」46件、と三つの事件が前年の２倍から４倍と激増した。
刑法犯罪の概況
　昭和50年中に大阪府警本部が取扱った刑法犯罪事件数は、10万7,831件で、前年より4 .7パーセント増加した。また検挙件数は５万6,704件と毎年増加を続け前年を4.5パーセント（2,436件）上回った。
　認知件数を罪種別にみると、最も多いのは「窃盗」の９万786件で全体の84.2パーセントを占め、次いで「知能犯」（構成比6.3パーセント）､「粗暴犯」（同6.1パーセント）と続いている。　
また刑法犯少年数は、昭和50年は9,893人と前年の9,377人より5.5パーセント（516人）の増加となり、このうち学生、生徒は7,468人と全体の75.5パーセントを占め前年の6,945人を7.5パーセント（523人）上回っている。
　一方13歳以下の触法少年数は、前年より282人減の3,161人で、そのうち中学生は2,225人と全体の70.4パーセントを占め前年より高い比率を示している。また、小学生は936人で全体の29.6パーセントとなっている。罪種別では、「窃盗」が2,592人と全体の85.2パーセントとなっており刑法犯罪全体をみても、「窃盗」が大多数である。
